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検査項目

①既往歴及び業務歴の調査

②自覚症状及び他覚症状の有無の検査

③身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

C陶部エックス線検査及び喀疾検査

C血圧の測定

C食血検査 (赤血球数、血色素量)

②肝機能検査 (GOT、 GPT、 γ
―GTP)

⑥血中脂質検査 (とDLコレステロール、HDL

コレステロール、 トリグリセライド)

卿 髄

③b電図検査 (安静時心電図検査)

①尿検査 (尿中の糖及び蛋白の有無の検査)

①エックス線直接撮影による検査及び喀疾検査

②聴診、打診その他必要な検査

く下記は医師の判断により省略等可〉

■身長 :20歳 以上

■聴力 i聴力検査は 1000及び 400Nの 純音を用いて、オージオメー

ターで検査する必要がありますが、45歳 未満の者 (35・40歳

を除く)に ついては、他の検査方法に代えることができます。

■喀疾検査 :胸部エックス線検査で病変の発見されないもの等

■⑥～①の検査 140歳 未満の者 (35歳 を除く)

■尿中の糖 i血糖検査実施時

◎雇入れ時の健康診断は、一般健康診断と同じ検査項目ですが、検査

項目の省略は認められません。また、喀疾検査は不要です。なお、

雇入れ時の色覚検査は平成13年 10月 1日に廃止されました。

*健康診断結果に基づき事業者力絹議ずべき措置に関する指針が定めら

れています。

(注)労 働者数50名 以上の事業場については、遅滞なく定期健康診断

結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

一般健康珍断等で結核のおそれがあると診断された労働者に対しては、おおむね6月後に次の項目の結核健康診断を行

わなければなりません。

く医師が必要でないと認める場合に省略できる健康診断項目〉

■聴診、打診

次の物質のガス、蒸気または粉じんを発散する場所における業務に従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該業務

への配置替えの際及びその6月以内ごとに1回定期に、歯科医師による健康診断を実施しなければなりません。

C塩酸

∈∋再肖酉袋

⑥硫酸

C唖硫酸

⑤弗化水素

⑥黄りん

②その他歯またはその支持組織に有害な物

(注)労 働者数50名 以上の事業場については、遅滞なく定期健康診

断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。



下表に示した深夜業などの特定業務に従事する労働者に対しては、当該業務への配置替えの際及び6月以内ごとに

1回、定期に、定期健康診断と同じ項目の健康診断を行わなけ何銃 りません。

ただし、胸部エックス線検査については、1年以内ごとに1回、定期に行えば足ります。

※45歳 未満 (35日 40歳 を除く)の者の聴力検査は、国師の判断により他の方法を用いてもよいことになつています。

※年2回の聴向検査のうち1回は、国師が適当と認める方法を用いてもよいことになつています。

※35及 び40歳 以上の者の、貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査、血鵜検査、心電図検査について、年2回のうち1回は、

国師が必要でないと認めるときは、省略することができます。

特定業務二覧        曙 豹 3条第1項第2号に掲げる鋤

①多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場珊こ    C坑 内における業務

おける業茅手                          ⑨ 宋夜業を鉢 難

②多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場珊こ    C水 銀、ヒ素、黄リン、フッイレ悸細焼、榔生硝酸、硫酸、

おける業務                         青 酸、割生アルカリ、石炭酸その他これらに準ずる有害物

③ラジウム放射線、X線その他の有害放射線にさらされる業務   を 取り扱う業務

C庄石、獣毛等のじんあいまたは粉末を著しく飛散する場所に  C鉛 、水銀、クロム、ヒ素、黄リン、フッイリ燎 、塩素、

おける業務                         塩 酸、石搬 亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、

⑤異常気圧下における業務                   青 酸、ベンゼン、アリエンその他これらに準ずる有書物の

C消1離 、鋼研弊執劉陀用によつて、身体に著しい振動を     ガ ス、蒸気または粉じんを発散する場所における業務

与える業務                        C病 原体によつて汚染のおそれが著しい業務

C屋量物の取り扱い等重激な業務               ① その他厚生労働大臣が定める業務 は論J0

Cボイラー製造等強烈』騒音を発する蹴 こヽおける業務

*有隣箭 い特定化学物質・鉛・目勢筋勉抑試口粉じん作業等に従事する封端 については、別途省令等にて特閑       ヾ

義務づけられています。

◇ヨ 封動者数50名 以上の事業場については、遇帯なく定期健康診断結果報告書を1是出することが玲 で義務づけられています。

パート・アブレミイトについても、次の①申〇までのいずれかで、 1週間の所定労働時間が、同種の業務に

従事する通常の労働態の4分の3以上であるときは、健康診断を実施する必要があります。

また、概ね2の 1以上であるときは、実施することお望ましいとされています。

C雇用期間の定めない者

C雇用期間の定めはあるが、契約の更新により1年※以上使用される予定の者

C雇用期間の定めはあるが、契約の更新により1年)承(以上引き続き使用されている者

※特定業務従事者にあつては6月



泌的 へき項目

釧 亜扱て蝶湘動詞強

②自覚症状及び位罰調犬の有無の検査

C身長、休重、腹囲、視力及び聴力の検査

C胸部エックス線検査及嘩

C血圧の演1定

C尿検査 (尿中の糖及び蛋白の有無の検査)

C食血検査 (赤血球数、血色網

帥 跡 吏 査 ( G O T 、 G P T 、 γ

一
G T P )

C血中脂質検査 (LDLコレステロール、HDLコ レステロール
トリグリセライド)

暁
①し国郵澄
医師が必要と半断した時 1苺剰施しな1拐何まならない項目
C腹部回像使査 (胃部エックス線検査、腹部せ奇劇魂勧

C血中の尿酸の量の検査

①B型肝炎ウイルス抗鵬
①ABO式 及びRh式 の血液型検査 C派遣前に限る)

C漢便塗抹検査 (帰国時に限る)

労働者を6月以上&州 う薩 しようとするときは、あらかじめ次の項目例建康診断を行わな|ナ綱銃 りません。
また、6月以上海外勤務した労働者を帰国させ、国内の業湘輸肋せるときも、健康診断を行わなけ綱難 りません。

〈医師が必要でないと認める場合に省略できる健康診断項目〉

■身長 i20歳 以上の場合

■喀疾検査 :胸部エックス線検査で所見のない場合

識 寄判詣閉こ従事する労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及びその後6カ月以内ごとに司回
定期に、次の項目の健康診断を実施しなければなりません。

必期 べき項目
の 艇
②・罰鱗そ鏑引こよる1建勝球幸勢の即降曽国の施
口有機濁珊こよる自覚症1大および佃勲調犬の既往歴の調査
・有機濁剃こよるC申〇及び⑩申0こ掲げる既往の異常所
見の有無の調査
口③明御 聴節課 弱陰
③自覚症状または他剣田大と通新紗 られるJ田大の有無の

検査 (下欄1～22硼 カ

C尿 中の罰階容剤例崎身物の量の検査 (右下の表参照)

C尿 中の蛋白の有無の検査

鋪 掛吏査 ( G O T 、 G P T 、 γ
一 G T P )

C食 血検査 (赤血球数、血色網

0 曰髄

困師が必要と判断した場合呂実施しなけ綱難 らない項目

⑤イ欄 物 調査

雌
⊂開手槻矯縫

C腎機能検査 係中の蛋自の有無の検査を除く)

0師 雌

※このうち④および〇収勧よ、右の表に示した村鋳櫛軒Wこ限る。
※④の検査については、年2回の検査のうち1回については医師の

判断で省略することができます。省略する際には、別途省略要件
(平成0韓 月24日基発第12号)に より判断することになります。
※自覚症状または1也覚症状については、医師が次の項目のすべてを
チェックしなけ何銚 りません。

1.頭重 2頭 痛 3め まい 4悪 心 5咽 吐 6食 欲不振 7腹 痛

8 体重減少 9心 悸元進 10不 眠 11不 安 12焦 燥感 13集 中

力の低下 14振 戦 15上 気道又は眼の刺激症状 16皮 膚又は粘膜

の異常 17四 肢末端部の疼痛 18知 覚異常 19握 力減退 盈 膝蓋

腱,アキレス腱反射異常 21視 力低下 2そ の他

■イ崎馴勿列量の検査、月職 縫 、貧血検査、
日財罰夷査を実施しな1判何ずならない有機びを請J

※上鵡 の罰隣馴 ミ5%を 超えて含有されている

物質を製造また1諏 り扱う場合にも検査力泥要です。

■尿中例靖身囃 内容

有機溶斉」の種類

キシレン、ステレン、トルエン、1・1・1-トリ
ロエタン、ノルマルヘキサン
N・N―シ
ド
メチサレホサレムアミド、トリクロサレエチ

レン、テトラクロサレエチレン
クロルヘ
ド
ンセ
ド
ン、オルトシ

・
クロ,レヘ
ド
ンセ
ド
ン、

クロロホルム、四塩化炭素、1口4シ
｀
オ

キサン、1 2-シ
｀
クロルエタン、

1・2-シ
｀
クロサレエチレン、

111・2i2Tテトラクロルエタン、クレツITル
エテレングリコールモノエチル
エーテル、エチレングリコールモ
ノエチルエーテルアセテート、エ

チレングリコールモノーノルマ

ルーブチルエーテル、エテレング
リコールモノメチルエーテル

1展嘉揚肝機

キシレン

ステレン

ト)レエン

対象物質名  | 検査内容

1尿中メチル馬尿酸

尿中マンデル酸

尿中馬尿酸

1,111-トリク回)レエタン尿中トリクロル酢酸または総三塩化物
/ルマルヘキサン  1尿 中2・5-ヘキサンジオン

N=N―ヅメチルホルム7ミト
・
1尿中N―メチルホルムアミド

トリクロルエチレン  1尿中トリクロル酢酸または総三塩化物

テトラクロルエチレン 1尿中トリクロル酢酸または総三塩化物

◇釣 労働者数に関係なく、実施衡B帯なく権錫記躯称諄離薩 を提出することが玲 で義務づけられています。



特定化学物質を取り扱う労働者に対しては、雇入れの際、当該業務への配置替えの際及び6月以内こと (ベリリウム及

びニッケルカルボエルを取り扱う労働者に対する胸部エックス線直接撮影による検査は1年以内こと)に 1回定期に実

施しなければなりません。また、特定化学物質を取り扱う業務 (労働安全衛生法施行令第22条第2項の行に限る。)に 、

常時従事したことのある労働者で、現に雇用している者に対しても6月以内ごとに同様の健康診断を実施しなければな

りません。

特定化学物質健康診断は、第
一次検査と第二次検査にわかれています。第一次検査項目をグループ別に表に示しました。

第一次検査で有所見となり、医師が必要と認める場合は第二次検査を行わなければなりません。物質別の検査項目につ

いては、特定化学物質等障害予防規則の別表3、別表4を参照して下さい。

■特定化学物質健康診断の項目

の

業務経歴の調査
作業条件の調査
既往歴の有無の調査
自他覚症状の有無の調査
皮膚所見の有無の調査

鼻腔の所見の有無の調査

○ ○

○|○
○

カドミウム黄色環の有無の調査
肝または牌の腫大の有無の調査

握力の淑1定
血圧の測定

尿沈澄検鏡

旦

〇
一

上
〇
一

UT

○
！○
　
，

○

○
！〇
一〇

‐
０
「０
１
‐

Ｈ
Ｏ
一上
ｐ
ｐ
ｌｌ
」
・・・．
！

勝
昨

工
〇
　
一〇
一〇
〇

巾一中一的一的一的一

赤血球数の検査
白血球数の検査
GOT、 GPT、 ALP

※○印は該当するもの。△印は一定条1牛のもとに該当するものです。

■物質別グループ名一覧

物質名 (製造禁止物質)‐ブ
ヶ

ベンジジン(塩)    IA

主主 _理シ ■千ル(馳 __上翌上|せ0
ビス(クロロメチル)エーテル B1 2

ベーターナフチルアミン(塩)A1 1
ベンゼンゴムのり

物質名(第1類物質)

_[二〇
|   ‐

33-シ
｀
ク回回-44シ`アミノシ

Ⅲ
フェニサレメタン

臭化メチル

水銀(無機化合物 )

０

一
１

一
２

，
３

２

一
２

一
２

一
２

レ一
プ
！Ａ
！Ａ
一Ｃ
ｉＡ

町
！一
ｉ４．２

一Ａ
！Ｄ
！Ｅ

側
随
特

丹

ジクロルベンジン(塩)

アルフアーナフチルアミン(塩)

塩素化ビフェニル

オルトートリンジ(塩)

1  1

1  1

1 3

1  1

ジアニシジン(塩)
ベリリウム
ベンゾトリクロリド

※のエテレンオキシドについては、特化則に基づく特殊健康診断を行う必要はありませんが、安衛則第45条 に基づく一般

健康診断を配置替え時及びその後6月以内ごとに1回行わなければなりません。

(注)労働者数に関係なく、実施後遇帯なく健康診断結果報告書を提出することが法令で義務づけられています。

物質名(第2類物質)

アルキル水銀化合物  IF

一５！６一７一８一９一※一‐０一‐‐一‐２一‐３一‐４

エチレンオキシド     ※

塩化ビニル        H

塩素          G

ニッケルカルボニル
ニトログリコール

マンガン(化合物)

沃化メチル

硫化水素

硫化ジメチル



法令で定められた鉛業務に従事する労働者に対しては、雇入れの際、当言姉 画齢 えの際及びその後6月以内

ごとに1回定期に、次の項目の健康診断を実施しなければなりません。 ぐ挽 だ付け等一部業務は1年以内ごと)

之げ葉施すべき項目
③締紗衝め副強
②口鍋こよる軸 大及ひⅥ歩訪ヨカのの
ち血液中の鉛の量及び尿中のデルタアミノレブリン

酉妙動 陥 て卵過簡め確
③自覚症状または慨朝調大と通常認められる症状
(下欄1～ 10伽 力 の有無の検査

鋤 夜中の睡 の検査
C尿 中デルタアミノレブリ抑 量の検査

園研b地必要と判断した場合!韓剰拒しなlal出 らない項目
⑥作業付物 調査

帥
C赤血球中のプロトポルフィリンの量の検査

0雑 師 澤朗造

※④Cの検査については、6月以内ごとに1回の検査で、前回当該検
査を受けた者について|よ困師の判断で省略することができます。

省略する隠こは、男1脚 劉 牛 (平帥 月2国基発鞭 )に
より判断することになります。
※自覚症状また1封』穀調大について|よに期防洵 項目のすべてを
チェックしな1判倒ずなりません。

1 食欲不振、イ覇必、腹部利央感、  5蒼 白

腹部の痢痛詳等の消イ麟揖堀副犬    6 瘍 効喪ナ折課

2四 肢の伸筋麻庫または知覚異 7.倦 怠感

常などの末梢神経症状     8日 郵艦

3 輸       9 . 鋼

4筋 肉痛          lQそ の他

6コ 労誹普数に「郵系なく、実施後E帯なく1田義例輔挙辞健 を
提出すること力S鈴 で義務づけられています。

C梱 ず〈歴の有無、自覚症状の有無の調査及びその言昭面
②白血球数及び白血球百分率の検査
C赤血球数及び血色素量またはヘマトクリツト1直の検査
④白内聞こ跡 る日鴫
憐 随

放射線業務に従事し管図区域に立ち入る労働者に対しては、珈 または当言秀綺争N効雪B置替えの際及びその6月

以内ごとに1回、定期に、つきの項目の健康診断を実施しなけ細銑 りません。

※雇入れの際または配置替えの際の健康診断では、線源の種類等に
応じで④を省略できます。
※定期に行う検診について1よ、医師が必要でないと認めるときは

②村〇の全部または一部を省略できます。
但し、前年十年間に受けた実効線量が駒節を超えず、かつ今年
1年間に受ける実効線量が5n徹を超えるおそれのない者につい
ては、医師が必要と認めないとき田よ、②申③を実施する必要
はありません。
◇∋ 労働者数に関係なく、実施衡B帯なくイ幽義柳輛蒔群騰
を提出すること力串玲 で義務づけられています。

重量物取り扱じЧ任業に従事する労働者、ハ護作業割軸 に著しい負担の力功 るヽ作業に常時従事する労働者に対しては、

当該作業陶配置する際及びその後6月以内ことに1回、次の項目の健腐診断を実施する必要があります。

酉己謹勤討歓冗】廻輩諌言夕選斤
C朔住歴 q輪 に関する痢■及びその経過)及び業務歴の調査

②自党症状 Q嫌 、刊婦 、下月翔5カ腿 、矢日」郵韓予なつ の

有無の検査
C唐柱1琉羅墨:劉 異常、脊柱の変形、脊柱の可動性及び肉高、
腰背筋の緊張及び圧痛、脊椎棘突起の圧痛などの検査

の申格辞井辞】食建畢!ネ幕紀部申屈毒鞭 、 】宋皆剛瞬 寸、 矢配竜彬竜窒、 朗曜碁
縮などの検査
C脊柱機能検査!クラウスロウェTバーテストまたはその変法
嚇 力、背筋力などの機能のテスト)
C腰椎のエックス線検査 i原則として立位で、2方向撮影 (医
自動泌要と言融)る者についてのか

醐 勁
C願住歴 q端 に関する病歴及びそ砲 及び業務歴の調査
②自覚周犬鱒痛、下'婦、利輸 力〕腿 、矢惨推害なつ の
有無の検査
なお、定期飽蔵診鯨射程剰郵m理 と認める者については、
次の検査を実施しなけ何ずなりません。
釧 主て引☆査:姿勢異常、脊柱の郷 夕、寄主の醐 生及端 、
l要背筋の緊張及嚇 、鋼 的 圧痛などの検査

C紳鮭学的検査ヤ欄 軒藍輔気 深部腱反射、知覚検査、徒手
筋カテスト、筋萎縮などの検査 α要に応じ、心困性要素に

関わる検査をカロえる)
C腰椎のエックス線検査 (医師力泌要と認める葡
⑥塵朝鯨坊スト(園防泌要と言融)る者)



別添

健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針
(平成 8年 10月 1日  公 示)

(改正 平 成 12年 3月 31日  公 示)

(改正 平 成 13年 3月 30日  公 示)

(改正 平 成 14年 2月 25日  公 示)

(改正 平 成 17年 3月 31日  公 示)

(改正 平 成 18年 3月 31日  公 示)

(改正 平 成 20年 1月 31日  公 示)

趣旨

産業構造の変化、働き方の多様化を背景とした労働時間分布の長短二経化、高齢化
の進展等労働

者を取り巻く環境は大きく変化してきている。その中で、脳
・心臓疾患につながる所見を始めと

して何らかの異常の所見があると認められる労働者が5割 近くに及ぶ状況
にあり、仕事や職場生

活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合も年
々増加している。さらに、労働

者が業務上の事由によって脳
・心臓疾患を発症し突然死等の重大な事態に至る 「過労死」等の事

案が増加する傾向にあり、社会的にも大きな問題となっていることから、平成
19年 の労働安全

衛生規則 (昭和 47年 労働省令第32号 )改 正において、脳
・心臓疾患のリスクをより適切に評

価する健康診断項目を追加するなどの措置を講じたところである。

このような状況の中で、労働者が職業生活の全期間を通して健康で働くことができるよう
にす

るためには、事業者が労働者の健康状態を的確に把握し、その結果に基づき、医学的知見を踏ま

えて、労働者の健康管理を適切に講ずることが不可欠である。そのためには、事業者
は、健康診

断 (労働安全衛生法 (昭和47年 法律第 57号 )第 66条 の2の 規定に基
づく深夜業に従事する

労働者が自ら受けた健康診断 (以下 「自発的健診」という。)及 び労働者災害補償保険法 (昭和

22年 法律第 50号 )第 26条 第 2項 第 1号 の規定に基づく二次健康診断 (以下
「二次健康診断」

という。)を 含む。)の 結果、異常の所見があると診断された労働者に
ついて、当該労働者の健

康を保持するために必要な措置について聴取した医師又は歯科医師 (以下
「医師等」という。)

の意見を十分勘案し、必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所
の変

更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少、昼間勤務
への転換等の措置を講ずるほ

か、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当該医師等の意見の衛生委員会若
しく

は安全衛生委員会 (以下 「衛生委員会等」という。)又 は労働時間等設定改善委員会 (労働時間

等の設定の改善に関する特別措置法 (平成4年 法律第 90号 )第 7条第 1項
に規定する労働時間

等設定改善委員会をいう。以下同じ。)への報告その他の適切な措置を講ずる必要があ
る (以下、

事業者が講ずる必要があるこれらの措置を 「就業上の措置」という。)。

また、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年 法律第 57号 )の 趣旨を踏まえ、健康診断の

結果等の個々の労働者の健康に関する個人情報 (以下 「健康情報」という。)に
ついては、特に

その適正な取扱いの確保を図る必要がある。

この指針は、健康診断の結果に基づく就業上の措置が、適切かつ有効に実施されるため、就業

上の措置の決定 '実施の手llMに従って、健康診断の実施、健康診断の結果に
ついての医師等から

の意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報の適正な取扱い等についての留意事項を定めたも

のである。

就業上の措置の決定
・実施の手llmと留意事項

1)健 康診断の実施

事業者は、労働安全衛生法第 66条 第 1項 から第 4項 までの規定に定めるところ
により、労

働者に対 し医師等による健康診断を実施 し、当該労働者ごとに診断区分 (異常な し、要観察、

要医療等の区分をいう。以下同じ。)に 関する医師等の判定を受けるものとする。

ワ
々

ｒ
、



なお、健康診断の実施に当たっては、事業者は受診率が向上するよう労働者に対する周知及
び指導に努める必要がある。
また、産業医の選任義務のある事業場においては、事業者は、当該事業場の労働者の健康管
理を担当する産業医に対して、健康診断の計画や実施上の注意等について助言を求めることが
必要である。

(2)二 次健康診断の受診勧奨等

事業者は、労働安全衛生法第 66条 第 1項の規定による健康診断又は当該健康診断に係る同
条第 5項 ただし書の規定による健康診断 (以下 「一次健康診断」という。)に おける医師の診
断の結果に基づき、二次健康診断の対象となる労働者を把握し、当該労働者に対して、二次健
康診断の受診を勧奨するとともに、診断区分に関する医師の判定を受けた当該二次健康診断の
結果を事業者に提出するよう働きかけることが適当である。
(3)健 康診断の結果についての医師等からの意見の聴取

事業者は、労働安全衛生法第 66条 の4の 規定に基づき、健康診断の結果 (当該健康診断の
項目に異常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。)に ついて、医師等の意見を
聴かなければならない。

イ 意 見を聴く医師等

事業者は、産業医の選任義務のある事業場においては、産業医が労働者個人ごとの健康状
態や作業内容、作業環境についてより詳細に把握しうる立場にあることから、産業医から意
見を聴くことが適当である。

なお、産業医の選任義務のない事業場においては、労働者の健康管理等を行うのに必要な
医学に関する知識を有する医師等から意見を聴くことが適当であり、こうした医師が労働者
の健康管理等に関する相談等に応じる地域産業保健センター事業の活用を図ること等が適
当である。
口 医 師等に対する情報の提供

事業者は、適切に意見を聴くため、必要に応 じ、意見を聴く医師等に対し、労働者に係る
作業環境、労働時間、労働密度、深夜業の回数及び時間数、作業態様、作業負荷の状況、過
去の健康診断の結果等に関する情報及び職場巡視の機会を提供し、また、健康診断の結果の
みでは労働者の身体的又は精神的状態を判断するための情報が十分でない場合は、労働者と
の面接の機会を提供することが適当である。また、過去に実施された労働安全衛生法第 66
条の8及 び第 66条 の9の 規定に基づく医師による面接指導等の結果に関する情報を提供
することも考えられる。

また、二次健康診断の結果について医師等の意見を聴取するに当たっては、意見を聴く医
師等に対し、当該二次健康診断の前提となった一次健康診断の結果に関する情報を提供する
ことが適当である。
ハ 意 見の内容

事業者は、就業上の措置に関し、その必要性の有無、講ずべき措置の内容等に係る意見を
医師等から聴く必要がある。

(イ)就 業区分及びその内容についての意見

当該労働者に係る就業区分及びその内容に関する医師等の判断を下記の区分 (例)に よっ
て求めるものとする。



就 業 区 分

就業上の措置の内容

区  分 内 容

通常勤務 通常の勤務でまいもの

就業制限

勤務に制限を加え

る必要のあるもの

勤務による負荷を軽減するため、労働時間の短

縮、出張の制限、時間外労働の制限、労働負荷

の制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜業

の回数の減少、昼間勤務への転換等の措置を講

じる。

要休業 勤務を休む必要の

あるもの

療養のため、休暇、休職等によリー定期間勤務

させない措置を講 じる。

(口)作 業環境管理及び作業管理についての意見

健康診断の結果、作業環境管理及び作業管理を見直す必要がある場合には、作業環境測定

の実施、施設又は設備の設置又は整備、作業方法の改善その他の適切な措置の必要性につい

て意見を求めるものとする。
二 意 見の聴取の方法と時期

事業者は、医師等に対し、労働安全衛生規則等に基づく健康診断の個人票の様式中医師等

の意見欄に、就業上の措置に関する意見を記入することを求めることとする。

なお、記載内容が不明確である場合等については、当該医師等に内容等の確認を求めてお

くことが適当である。

また、意見の聴取は、速やかに行うことが望ましく、特に自発的健診及び二次健康診断に

係る意見の聴取はできる限り迅速に行うことが適当である。

(4)就 業上の措置の決定等

イ 労 働者からの意見の聴取等

事業者は、 (3)の 医師等の意見に基づいて、就業区分に応 じた就業上の措置を決定する

場合には、あらかじめ当該労働者の意見を聴き、十分な話合いを通じてその労働者の了解が

得られるよう努めることが適当である。

なお、産業医の選任義務のある事業場においては、必要に応 じて、産業医の同席の下に労

働者の意見を聴くことが適当である。
口 衛 生委員会等への医師等の意見の報告等

衛生委員会等において労働者の健康障害の防止対策及び健康の保持増進対策について調

査審議を行い、又は労働時間等設定改善委員会において労働者の健康に配慮した労働時間等

の設定の改善について調査審議を行うに当たっては、労働者の健康の状況を把握 した上で調

査審議を行うことが、より適切な措置の決定等に有効であると考えられることから、事業者

は、衛生委員会等の設置義務のある事業場又は労働時間等設定改善委員会を設置している事



業場においては、必要に応じ、健康診断の結果に係る医師等の意見をこれらの委員会に報告

することが適当である。

なお、この報告に当たっては、労働者のプライバシーに配慮 し、労働者個人が特定されな

いよう医師等の意見を適宜集約し、又は加工する等の措置を講ずる必要がある。

また、事業者は、就業上の措置のうち、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整

備、作業方法の改善その他の適切な措置を決定する場合には、衛生委員会等の設置義務のあ

る事業場においては、必要に応じ、衛生委員会等を開催して調査審議することが適当である。

ハ 就 業上の措置の実施に当たっての留意事項

事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措置の変更若しくは解除をしようとするに当

たっては、医師等と他の産業保健スタッフとの連携はもちろんのこと、当該事業場の健康管

理部門と人事労務管理部門との連携にも十分留意する必要がある。また、就業上の措置の実

施に当たっては、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の理解を得ることが不可欠である

ことから、プライバシーに配慮しつつ事業者は、当該管理監督者に対 し、就業上の措置の目

的、内容等について理解が得られるよう必要な説明を行うことが適当である。

また、労働者の健康状態を把握 し、適切に評価するためには、健康診断の結果を総合的に

考慮することが基本であり、例えば、平成 19年 の労働安全衛生規則の改正により新たに追

加された腹囲等の項目もこの総合的考慮の対象とすることが適当と考えられる。しかし、こ

の項目の追加によって、事業者に対して、従来と異なる責任が求められるものではない。

なお、就業上の措置は、当該労働者の健康を保持することを目的とするものであって、当

該労働者の健康の保持に必要な措置を超えた措置を講ずるべきではなく、医師等の意見を理

由に、安易に解雇等をすることは避けるべきである。

また、就業上の措置を講じた後、健康状態の改善が見られた場合には、医師等の意見を聴

いた上で、通常の動務に戻す等適切な措置を講ずる必要がある。

(5)そ の他の留意事項

イ 健 康診断結果の通知

事業者は、労働者が自らの健康状態を把握し、自主的に健康管理が行えるよう、労働安全

衛生法第 66条 の6の規定に基づき、健康診断を受けた労働者に対 して、異常の所見の有無

にかかわらず、遅滞なくその結果を通知しなければならない。
口 保 健指導

事業者は、労働者の自主的な健康管理を促進するため、労働安全衛生法第 66条 の 7第 1

項の規定に基づき、一般健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働

者に対 して、医師又は保健師による保健指導を受けさせるよう努めなければならない。この

場合、保健指導として必要に応 じ日常生活面での指導、健康管理に関する情報の提供、健康

診断に基づく再検査又は精密検査、治療のための受診の勧奨等を行うほか、その円滑な実施

に向けて、健康保険組合その他の健康増進事業実施者 (健康増進法 (平成 14年 法律第 10

3号 )第 6条 に規定する健康増進事業実施者をいう。)等 との連携を図ること。

深夜業に従事する労働者については、昼間業務に従事する者とは異なる生活様式を求めら

れていることに配慮し、睡眠指導や食生活指導等を一層重視した保健指導を行うよう努める

ことが必要である。

また、労働者災害補償保険法第 26条 第 2項 第 2号 の規定に基づく特定保健指導及び高齢

者の医療の確保に関する法律 (日召和 57年 法律第 80号 )第 24条 の規定に基づく特定保健

指導を受けた労働者については、労働安全衛生法第 66条 の7第 1項 の規定に基づく保健指

導を行う医師又は保健師にこれらの特定保健指導の内容を伝えるよう働きかけることが適

当である。

なお、産業医の選任義務のある事業場においては、個々の労働者ごとの健康状態や作業内

容、作業環境等についてより詳細に把握し得る立場にある産業医が中心となり実施されるこ



とが適当である。
ハ 再 検査又は精密検査の取扱い

事業者は、就業上の措置を決定するに当たっては、できる限り詳しい情報に基づいて行う

ことが適当であることから、再検査又は精密検査を行う必要のある労働者に対 して、当該再

検査又は精密検査受診を勧奨するとともに、意見を聴く医師等に当該検査の結果を提出する

よう働きかけることが適当である。

なお、再検査又は精密検査は、診断の確定や症状の程度を明らかにするものであり、一律

には事業者にその実施が義務付けられているものではないが、有機溶剤中毒予防規則 (日召和

47年 労働省令第 36号 )、 鉛中毒予防規則 (昭和47年 労働省令第 37号 )、 特定化学物

質障害予防規則 (昭和47年 労働省令第39号 )、 高気圧作業安全衛生規則 (昭和 47年 労

働省令第40号 )及 び石綿障害予防規則 (平成 17年 厚生労働省令第 21号 )に 基づく特殊

健康診断として規定されているものについては、事業者にその実施が義務付けられているの

で留意する必要がある。
工 健 康情報の保護

事業者は、雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき

措置に関する指針 (平成 16年 厚生労働省告示第 259号 )に 基づき、健康情報の保護に留

意し、その適正な取扱いを確保する必要がある。就業上の措置の実施に当たって、関係者に

健康情報を提供する必要がある場合には、その健康情報の範囲は、就業上の措置を実施する

上で必要最小限とし、特に産業保健業務従事者 (産業医、保健師等、衛生管理者その他の労

働者の健康管理に関する業務に従事する者をいう。)以 外の者に健康情報を取 り扱わせる時

は、これらの者が取り扱う健康情報が利用目的の達成に必要な範囲に限定されるよう、必要

に応じて健康情報の内容を適切に加工した上で提供する等の措置を講ずる必要がある。

ホ 健 康診断結果の記録の保存

事業者は、労働安全衛生法第66条 の3及 び第 103条 の規定に基づき、健康診断結果の

記録を保存しなければならない。記録の保存には、書面による保存及び電磁的記録による保

存があり、電磁的記録による保存を行う場合は、厚生労働省の所管する法令の規定に基づく

民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令 (平成 17年

厚生労働省令第44号 )に 基づき適切な保存を行う必要がある。また、健康診断結果には医

療に関する情報が含まれることから、事業者は安全管理措置等について 「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」を参照することが望ましい。

また、二次健康診断の結果については、事業者にその保存が義務付けられているものでは

ないが、継続的に健康管理を行うことができるよう、保存することが望ましい。

なお、保存に当たっては、当該労働者の同意を得ることが必要である。


